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本事業における「緑地の計画」の対象とした緑地

① 自然保護条上の緑地
55,458.85㎡

59.47%

★残留緑地

・外周の斜面林

・保全型ビオトープ 等

37,892.84㎡
(40.64%)

★植栽緑地

・造成法面の植栽

・創出型ビオトープ 等

17,566.01㎡
(18.83%)

② その他緑地
（自然保護条例による緑地の基準には該当しないが、自然環境への配慮のため整備した緑地）

2,774.02㎡ (2.98%)

・切り土法面の在来種子吹き付けによる草地 1,263.81㎡ (1.36%)

・調整池Aの隣接部、自然回復による草地 248.64 ㎡ (0.27%）

・調整池Aの泥溜めや、調整池Bの水を溜める部分の

自然回復による湿性草地と開放水面 1,261.57 ㎡ (1.35%)

５. 自然環境保全計画の内容 

（１）緑地の計画 

１）緑地の計画の概要 

本事業における緑地は、「①自然保護条例上の緑地」と、自然保護条例上の緑地に

は該当しないが、出来る限りの配慮として、自然環境に配慮した「②その他の緑地」

とした。 

「①自然保護条例上の緑地」は「★残留緑地」と「★植栽緑地」で構成し、それぞ

れに「保全型及び創出型のビオトープ」等を整備する。 

また、「②その他緑地」は「切土法面の在来種子吹付による草地」や、「埋設型の調

整池 A 隣接部の、自然回復による草地」、「調整池 A、B 調整池の水を溜める部分の自

然回復による湿性草地と開放水面」を整備する。 

なお、それぞれの緑地については、適正な整備・管理等を行い、生態的な質の向上

に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5-1-1 本事業における緑地の構成 

 

① 自然保護条例上の緑地 

「自然保護条例上の緑地」とは、「東京における自然保護と回復に関する条

例」における基準等に該当する緑地であり、本事業においては「残留緑地」

と「植栽緑地」で構成した。 

 

「★残留緑地」：自然保護条例では、従来からある樹林や自然状態の池沼等をその

まま残した緑地としているが、本事業においては、間伐や林床植生

の刈払等、適正な管理や林相改良等を行い、積極的に自然環境の質

の向上に努める。 

「★植栽緑地」：盛土造成等で現況の地形や植生を改変する場所において、自然保

護条例の基準に準拠した樹木の植栽を行う緑地であるが、本事業に

おいては、基準の数量のみに準拠した樹木の植栽を行うだけではな

く、樹種や生産地にも配慮するとともに、草地を必要とする動物等

にも配慮し、植栽緑地の積極的な生態的質向上に努める。 

なお接道部や区域内通路には、修景的な生け垣を整備する。 

 

② その他緑地 

樹木を植栽しないため「東京における自然保護と回復に関する条例」にお

ける緑地には該当しないが、自然環境に配慮した緑地を整備する。 

 

「切り土法面の在来種吹き付け」：在来種による種子吹付による緑化を行い、事

業区域内の景観や、動物の移動経路としての機能に配慮する。 

「調整池 A隣接部」：調整池 Aの隣接部は自然回復による草地化を行う。 

「調整池 A・調整池 B 水を溜める部分」：池床に水や砂泥が溜まる構造とし、自然

回復による湿性草地様の環境を創出する。水を溜める部分について

は 30%を湿性草地とし、70%を開放水面とする。 
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３）植栽緑地の計画 

①回復・創出すべき環境要素の検討 

事業により改変され影響を受ける植生等は 11の植生タイプと、水系であるが、外

来種の群落や、植林、遷移の先駆的な群落、竹林等は、生態的機能の向上の観点か

ら、「影響を受ける植生等に着目した回復・創出すべき環境要素」の検討対象から除

いた。 

●「落葉広葉樹林（コナラ群落）」の回復・創出 

「コナラ群落」は、現況の植生面積から 58.43%、事業区域全体から 42.74%と改

変される面積の割合が多く、回復・創出すべき環境要素と考えられる。 

●「草地」の回復・創出 

改変区域にある草地は、外来種（オオブタクサ）による植生が最も広く、生態

的機能の向上からは同じ種による植生の回復・創出は好ましくない。しかし草地

は事業区域全体の多様な環境要素の一つとして、生態的機能の向上に必要な環境

であり、在来種による草地環境の回復・創出が必要と考えられる。 

●「水系」の回復・創出 

水系についても事業により減少し、現況の延長から 79.31%が改変され、自然地

の対する代償措置や、生態的機能の向上の観点からも、回復・創出すべき環境要

素と考えられる。 

 

表 3-5-1-2 事業により改変される植生等と面積 

事業により改変さ

れる植生等 

現況の面積 

（㎡） 

改変される面積

（㎡） 

現況の植生面積か

ら改変される面積

の割合 

事業区域全体か

ら改変される面

積の割合 

コナラ群落 68,209.61 39,855.86 58.43% 42.74% 

ﾎｵﾉｷ・ﾐｽﾞｷ群落 6,358.18 5,194.81 81.70% 5.57% 

ﾓｳｿｳﾁｸ・ﾏﾀﾞｹ群落 9,747.55 5,008.42 51.38% 5.37% 

ｽｷﾞ・ﾋﾉｷ･ｻﾜﾗ群落 1,109.83 464.58 41.86% 0.50% 

ﾇﾙﾃﾞ・ｱｶﾒｶﾞｼﾜ群落 385.50 385.50 100.00% 0.41% 

クサギ群落 62.63 62.63 100.00% 0.07% 

アズマネザサ群落 135.55 65.65 48.43% 0.07% 

ススキ群落 393.01 393.01 100.00% 0.42% 

クズ群落 390.51 390.51 100.00% 0.42% 

刈跡雑草群落 376.31 229.75 61.05% 0.25% 

オオブタクサ群落 2,564.11 2,564.11 100.00% 2.75% 

水系  749ｍ 594ｍ 79.31% ― 

 

 

②植栽緑地において回復・創出すべき環境要素の整備方針 

「回復・創出すべき環境要素の検討」を踏まえ、「落葉広葉樹林」「草地」「水系」

の 3つの環境要素を回復・創出すべき環境要素として植栽緑地を計画した。 

 

【回復・創出すべき環境要素の整備方針】 

●落葉広葉樹林（コナラ等の群落） 

・隣接する残留緑地との連続性等を考慮し、全ての造成法面や施設用地等の植栽緑

地において整備する。 

・造成法面の平坦部には高木・中木・となる樹木を植栽する。斜面部については高

木の植栽が不安定となるため、中・低木による植栽を基本とする。 

●草地（在来種による低茎草地） 

・自然保護条例上の植栽緑地は、樹林が基本ではあるが、樹林のみでは植生や利用

する動物の多様性が乏しくなり、草地は多様な環境要素を構成するために必要な

環境要素である。そのため比較的広い面積が確保できる大規模な造成法面に、落

葉広葉樹林等と混生するように草地を整備する。・ 

●水系（自然水路・池・湿性緑地） 

・水源を必要とするため、全ての植栽緑地での整備は困難であることから、水源が

確保可能な事業区域南側の植栽緑地（調整池 Bの下流）に、創出型ビオトープと

して自然水路や池を整備し、流水環境・止水環境・湿性緑地の整備を行う。 

 

 

（なお条例上の植栽緑地ではないが調整池 A・調整池 Bの水が溜まる部分は、開

放水面と湿性緑地となるよう整備・管理する。） 

 

表 3-5-1-3 環境要素を回復・創出する植栽緑地 

環境要素 
植栽造成法面 

-1～3 

植栽雑木林 

-1・2 

植栽雑木林 

-3～8 

創出型 

ビオトープ 

落葉広葉樹林 

(コナラ群落) 
● ● ● ● 

草地 

(在来種による低茎草地) 
● - - ● 

水系 

(自然水路・池・湿性緑地) 
- - - ● 

＊次ページ「表 植栽緑地の区分」「図 植栽緑地位置図」参照 

 

 

 








